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2020人事院・県人事委員会勧告
一時金の0.05月引下げ（県勧告）月例給の改定なし（人事院勧告）

県人事委員会は一時金の引下げのみを勧告し月例給については別途必要な報告・勧告を予定

給与勧告の骨子
	○　給与勧告のポイント

　ボーナスを引下げ（△0.05月分）

　　月例給については、別途必要な報告・勧告を予定


＜報告及び勧告の内容＞

１　職員給与と民間給与との比較

（１）特別給（ボーナス）

	職員の支給月数/A
	民間の支給月数/B
	差（B-A）

	4.50月
	4.45月※
	△0.05月


※昨年8月から本年7月までの実績である4.46月分について、国に準じて0.05月ごとの区切りとなるよう小数点以下第2位を二捨三入、七捨八入し、4.45月とした。

（２）月例給／職員と民間従業員の4月分の給与額を比較し、必要な報告・勧告を予定
２　ボーナスの一般職員の支給月数

	
	
	6月期
	12月期

	2020年度
	期末手当
	1.30／済
	1.25（現行1.30）

	
	勤勉手当
	0.95／済
	0.95（改定なし）

	2021年度
	期末手当
	1.275
	1.275

	
	勤勉手当
	0.95
	0.95


［実施時期］　条例の公布の日
県人事委員会勧告に対する自治労県職労見解
　県人事委員会は10月28日、月例給の勧告や例年行っている公務運営に関する報告を行わず、一時金の0.05月引下げのみの勧告を行いました。

　民間の一時金の実態を反映したものとはいえ、春以降のコロナ禍での職員の奮闘には何ら言及せず、マイナスのみを勧告する姿勢は大変残念です。
　コロナ禍での長時間・過重労働への対策や正規職員とともに業務に専心する臨時的任用職員や会計年度任用職員、再任用職員の処遇改善など、早急に改善すべき課題は山積しています。職員の労働基本権制約の代償機関として、マイナス勧告だけでなく、こうした職員が直面する諸課題に対してきちんと提言すべきではないでしょうか。
　また人事院は同日、民間労働者の賃金との較差は僅少として、月例給の改定を見送る報告を行いました。
　今後予定される月例給の県人事委員会勧告・報告にあたっては、東京隣接県としての初任給の改善、国や他県と異なる不合理な公民比較方式の改善を含めて、職員が直面する諸課題について、具体的かつ効果的な提言が行われるよう強く期待するものです。
人事院報告の骨子
	○今回の報告のポイント

月例給の改定なし

民間給与との較差（△0.04％）が極めて小さく、俸給表及び諸手当の適切な改定が困難であることから、月例給の改定を行わない。


１　民間給与との比較

	約12,000民間事業所の約43万人の個人別給与を実地調査（完了率80.2％）


公務と民間の４月分給与を調査し、主な給与決定要素である役職段階、勤務地域、学歴、年齢を同じくする者同士を比較

○ 民間給与との較差△164円△0.04％

〔行政職(一)…現行給与408,868円平均年齢43.2歳〕

２　改定方針

民間給与との較差が極めて小さく、俸給表及び諸手当の適切な改定が困難であることから、月例給の改定を行わない。

（参考）ボーナスの改定（令和２年10月７日勧告）

民間の支給割合（4.46月）との均衡を図るため引下げ4.50月分→4.45月分

報　　　告
本院は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を考慮し、「令和２年職種別民間給与実態調査」において特別給等に関する調査を先行して実施した。
その調査結果に基づき、本年10月７日、国家公務員の特別給の支給月数を引き下げることを内容とする勧告を行った。
その際、月例給に関しては、本年８月17日から９月30日までの期間で調査を実施するとともに、その調査結果に基づき、４月分の給与について官民較差を算出し、必要な報告及び勧告を行う旨の報告をしたところである。
今般、月例給に関する調査が完了し、結果を取りまとめたことから、本報告を行うものである。
１ 本年の月例給に関する国家公務員給与と民間給与の実態
(1) 国家公務員給与の状況

本院は、「令和２年国家公務員給与等実態調査」を実施し、一般職の職員の給与に関する法律（給与法）が適用される常勤職員の給与の支給状況等について全数調査を行った。

民間給与との比較を行っている行政職俸給表(一)適用職員（140,017人、平均年齢43.2歳）の平均給与月額は408,868円となっており、昨年４月と比較して若年層の人数が増加したこと等により2,255円減少している。
(注) 平均給与月額とは、俸給、地域手当、俸給の特別調整額（管理職手当）、扶養手当、住居手当等（所定外給与である超過勤務手当等及び実費弁償的な性格の通勤手当等の手当を除く。）の全ての給与の平均月額をいう。（職員の給与に関する報告（令和２年10月７日） 第２の２(1) 参照）
(2) 民間給与の状況
ア職種別民間給与実態調査

本院は、企業規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の全国の民間事業所約12,000事業所を対象に、「令和２年職種別民間給与実態調査」を実施した。この調査では、公務の行政職俸給表(一)と類似すると認められる事務・技術関係22職種約41万人及び研究員、教員等32職種約２万人について、本年４月分として個々の従業員に実際に支払われた給与月額及び当該従業員の役職段階、学歴、年齢等を詳細に調査した。

月例給に関する調査の完了率は、先行して実施した特別給等に関する調査に引き続き民間事業所からの格段の理解と協力を得て、80.2％と非常に高いものとなっており、調査結果は広く民間事業所の給与の状況を反映したものといえる。
イ初任給の状況
本年の「職種別民間給与実態調査」により把握した民間事業所における初任給の状況について、企業全体として見た場合に新規学卒者の採用を行った事業所の割合は、大学卒で51.5％（昨年48.7％）、高校卒で32.8％（同30.3％）となっている。そのうち、初任給について、増額した事業所の割合は、大学卒で32.9％（同38.4％）、高校卒で37.5％（同41.2％）、据え置いた事業所の割合は、大学卒で66.4％（同60.8％）、高校卒で62.0％（同58.2％）となっている。（職員の給与に関する報告（令和２年10月７日） 第２の２(2) 参照）

（参考資料民間給与関係参照）
２　本年の月例給に関する国家公務員給与と民間給与との比較
本院は、「国家公務員給与等実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基づき、公務においては一般の行政事務を行っている常勤の行政職俸給表(一)適用職員、民間においては公務の行政職俸給表(一)と類似すると認められる職種（事務・技術関係職種）の常勤の従業員について、主な給与決定要素である役職段階、勤務地域、学歴、年齢を同じくする者同士の４月分の給与額（公務にあっては平均給与月額、民間にあっては所定内給与の月額から通勤手当の月額を減じた額）を対比させ、国家公務員の人員数のウエイトを用いて精密に比較（ラスパイレス方式）を行ってきている。
本年４月分の給与について、官民較差を算出したところ、別表に示すとおり、国家公務員給与が民間給与を１人当たり平均164円（0.04％）上回っていた。
３　本年の月例給の改定方針
前記２のとおり、本年４月時点で、国家公務員の月例給は、民間給与を164円（0.04％）上回っている。

官民給与の較差が小さく、俸給表及び諸手当の適切な改定を行うことが困難な場合には、従来から月例給の改定を見送っており、本年についても、同様の事情が認められることから、月例給の改定を行わないこととする。
別表　国家公務員給与と民間給与との較差
	民間給与
	国家公務員給与
	較　　差

	408,704円
	408,868円
	△ 164円
（△ 0.04％）


 (注) 民間、国家公務員ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。
県労連確定闘争
当面の交渉日程等

10月30日（金）　県労連幹事団交渉

11月5日（木）　県労連幹事団交渉

　　　　　　　　自治労県職労拡大評議委員会
